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 経常利益は、前年同期比12億円増加の558億円、四半期純利益は、ロシアの航空会社向けリース

機体8機の減損470億円を特別損失に計上した影響により、△63億円となりました。

 下の表のセグメント資産残高は、前期末比4,523億円増加の5兆3,317億円、自己資本は、

17.3％増加の7,892億円となりましたが、増加の主な要因は為替の影響によるものです。
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事業分野別の経常利益となります。

国際以外は増益となりましたが、その増減内訳を示した右の棒グラフをご覧ください。

国内リースは、成長著しいNTT・TCリースの持分法投資利益が8億円の増益となるなど、計10億円の

増益となりました。

国内オートは、NCSの車両売却益を主因に20億円増益、NRSはコロナ禍において注力したコストコント

ロールなどによる構造改革効果から、52億円の増益と、両社ともに上半期として過去最高益を更新し、

全体として70億円の増益となりました。

スペシャルティは、ACGや船舶事業が増益となったほか、営業投資有価証券の売却益などにより、全体

として98億円の増益となりました。

国際は、CSIが堅調に推移したものの、アジアの営業投資有価証券の評価損176億円の計上により、

154億円の減益となりました。
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資料左上の注釈のとおり、経常利益を３区分に分解し、「ベース収益」、「売却益」、「減損・貸倒・営

業投資有価証券評価損益」としております。

「売却益」は、不動産や営業投資有価証券によるキャピタルゲインとお考えください。

左のグラフが2Q累計比較、右が四半期の推移であります。

2022年度2Q累計では、ベース収益は、国内オート、国際が牽引し、612億円と106億円の増益と

なっております。

他方、営業投資有価証券を主体に売却益132億円が計上されたものの、アジアの有価証券評価損

等186億円により、売却益は相殺される結果となりました。
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事業分野別セグメント資産残高は、スペシャルティ・国際が伸び、主に円安による為替要因から前期末

比4,523億円の増加となりました。

なお、12ページ以降に各事業分野の業績を補足説明しております。
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国内リースの成長戦略です。

円グラフは、国内リースにおける経常利益の内訳をTC単体と関係会社に分けて表示しております。

2021年度は、経常利益339億円のうち、約62％がTC単体の利益、残り38％がNTT・TCリースなど

の関係会社利益となっています。

これからの数年間で、単体利益の拡大も進めますが、関係会社利益の比率については、全体の50％ま

で引き上げたいと考えております。

国内リースマーケットは頭打ちの状況にありますが、パートナー企業との協業を加速し、サービスの高度化

を図りながら、連結ベースでの収益拡大を目指してまいります。



NTT・TCリースの業績についてです。

2022年度2Qの取込み利益は、8億円増加の38億円となりました。

NTTグループとの取引拡大、当社との協業などにより、セグメント資産は増加しており、足元の業績は、

順調に拡大しております。

資料右上記載のとおり、JCRは、AAA、R&Iは、AAプラスとNTTの信用力を背景に高い格付を得ており、

低コストかつ豊富な資金力から、強固な財務基盤を有しています。

今後も当社とNTTグループの連携を深め、協業領域の拡大を図ってまいります。
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伊藤忠商事との協業についてです。

ファミリーマートに関しては、店舗什器や配送車、伊藤忠が注力しているメディア事業拡大に向けたデジ

タルサイネージ等のリースを行っております。

直近では水素インフラファンドへの共同投資や蓄電池、バイオマス発電などの環境・エネルギー分野やス

マートフォン・タブレットのレンタルなど、成長期待分野での協業が拡大しております。
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折れ線グラフは、NRSの2019年度からの四半期ごとの売上高と経常利益の推移です。

棒グラフは、2019年度のレンタカー原価と販管費の四半期毎の合計値を100として2019年度と比較

した指数の推移を示しております。

2019年度は経常利益58億円と過去最高益を計上した一方、2020年度は、コロナの影響により52

億円の大幅赤字となりました。

この間、徹底的なコストコントロールとサービス向上に努めるなど、各種改革を加速しました。その結果、

収益性は向上し、2021年度の売上高はコロナ前の水準には満たないものの、年間経常利益は12億

円と黒字転換を果たしました。

2022年度の上半期は、最高益となる30億円を計上し、3Qも、夏季レジャーシーズンの需要増から、7

月、8月、9月の3か月間で約40億円を見込んでおります。

3Q累計の経常利益は70億円と、年間の過去最高益を更新する見込みです。

今後も政府による全国旅行支援制度の効果から、更なる需要の増加が期待されます。
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NCSにおいてNTTと連携したEVの推進を行っております。

現状、NCSのEV取り扱い台数は、業界トップクラスであり、カーボンニュートラル宣言をしている約800の

自治体を対象に、NTTグループ各社と連携し、EVパッケージを提案しております。

EV導入に伴う充電設備の設置やメンテナンス等の管理をNTT親密先と協業し、再エネ由来の電力を

NTTグループ各社と連携して供給することにより、自治体のカーボンニュートラルを支援致します。

直近では軽自動車のEV販売が始まるなど、マーケットの急速な拡大が期待されており、NCSは拡大す

る需要を捉えて、今後もEV化を推進、サポートしてまいります。
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航空マーケットの状況についてご説明します。

左のグラフは、IATAが6月に公表した世界全体の旅客数の予測となります。

「％」は、コロナ前2019年の水準を100としたときの比較値を示しています。

グラフ記載のとおり、2024年からマーケットが本格的に回復し、成長軌道に乗っていくという見立てに現時

点で大きな変更はないものと考えており、ACGの業績は、このマーケット回復を追いかける形で、コロナ前の

利益水準へ向かうものと考えております。

右側の棒グラフは、ACGの保有機体の簿価に占める、オフリース機体比率の推移を示しています。

新型コロナ発生直後はオフリース機体が急増しましたが、徐々にマーケットが回復し、2022年6月末時点

では2.3%と大幅に低下しております。

今年度末にかけ、更にオフリース機体は減少していくものと見込んでおります。

また、右下に記載しております、ACGの顧客エアラインからのリース料回収率は、前年同期比+23ポイント

と回復しており、リース収入は改善しております。
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左側の上段には、今年8月に公表いたしました、ACG個社の2Q決算を記載しております。

売上高は、エアラインからのリース料回収が進捗したものの、ロシアの航空会社向け機体のリース解除や、

機体売却益の減少を主因に、前年同期比△20百万ドルの減収となりました。

税引前利益は、ロシア向けリース機体にかかる減損389百万ドルの計上に伴い、△436百万ドルと、大

幅な減益となっております。

一方、下段記載の当社連結経常利益62億円は、ACG個社の税引前損失436百万ドルを円換算し

た△537億円と、+の連結調整599億円の差額であります。

連結調整599億円は、主に2つの要因によるものです。

1つは、ACGの2022年度1Qに発生した減損のうち、ロシア関連以外の減損を、修正後発事象として

当社の前期決算に取り込み済みであること、2つ目は、ロシア関連の減損を当社連結決算上においては、

特別損失に計上したことであります。

下期の業績見通しについては、リース料回収率の改善、オフリース機体の減少といった、ポジティブな要

素も見込まれますが、金利上昇に伴うコスト増加やオフリースのリプレースメントにかかる先行費用の影響

もあり、弱含みで推移していくものと見込んでおります。

なお、ACGの3Q決算は、日本時間、11月11日の公表を予定しております。



ページ右下に記載しております、ロシア関連の状況についてです。

ACGはエクスポージャー全額をカバーする保険を付保しており、保険会社に請求権を行使済みですが、

依然として対応待ちの状況が続いております。
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ACGの調達構造は、左下の棒グラフ記載のとおり、約8割が固定金利の無担保社債を中心とした調達、

約2割が変動金利の金融機関からの調達となっております。

足元の米国政策金利の急激な上昇、マーケット・ボラティリティにより、社債発行のタイミングを捉えるのが

難しい状況となっておりますが、ACGは今年度、新規取引銀行を招聘するなどしてタームローンにより

４.3億ドルを調達、また、既存リボルビングクレジットファシリティーについて５億ドルの増額を実現しており、

十分な流動性、バランスシートの健全性を確保しております。

ページ中央の棒グラフにデットマチュリティを記載しています。

ACGとしては、社債調達を軸としつつも、マーケットの金利動向に応じて、金融機関にアクセスするととも

に、ストラクチャリングの工夫による調達手段の多様化を進め、能動的にコスト低減を図っていく考えです。
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国内投資、海外投資案件およびTC神鋼不動産の３つの戦略を軸に、順調にセグメント資産を拡大し

ており、３年後の資産残高は6,000億円超を展望しております。

国内は、右側スケジュール上段にあります通り、TOKYO TORCHなど大型再開発案件への投資が続

いており、TC神鋼不動産は、物流施設などの投資によって、着実な成長実現を目指します。

米国は、今後も堅調な需要が見込まれる物流施設や賃貸住宅、データセンターなどを中心に、投資・

回収サイクルの確立を図ってまいります。
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当社全体の再生可能エネルギーの発電容量は、太陽光発電事業を中心として、9月末時点で

701MW（メガワット）となっております。

中長期的には、発電容量1,000MWの達成に向けて、既存事業の拡大および新たな投資分野の開

拓を推進していく考えです。

9月には東京ガスや京セラのグループ会社と共同で、太陽光発電事業のアセットおよびテクニカルマネジメ

ントをワンストップで提供する「A&Tm」を設立し、発電効率の向上や設備の長期安定利用を図り、太

陽光発電事業のさらなる収益力向上にも注力していきたいと考えております。
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アドバンテッジパートナーズとの連携です。

2020年9月のAPグループとの提携以降、大企業のカーブアウト案件を主体に共同投資を実行するなど、

協業は着実に拡大しております。

現在、複数の新規案件も進行中であり、更なる実績の積み上げを図っていきます。
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CSIの2022年度2Q決算ですが、経常利益は前年同期比13百万ドル増益の53百万ドルと、上期に

おける過去最高益を更新しました。

下期は、拠点拡大などに伴う先行費用等も見込んでおりますが、企業のIT機器需要は、引き続き強く、

業績は堅調に推移していくものと見込んでおります。



CSIは積極的にグローバル戦略を進めており、2022年度以降、新たにタイ・台湾・インドネシア・スウェー

デン・デンマークと５拠点の設立を計画しています。

また、IT Asset Disposition Serviceの略称でITADと呼ばれる、使用済みIT機器を安全かつ適切

に処分するサービスの需要も世界で拡大しており、ドイツのITAD事業会社の買収や、ITAD拠点の新

設など、更なるネットワークの拡充を図っております。
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 ITADサービスはCSIのコアコンピタンスの1つであり、IT機器の処分、データ消去を含むリファービッシュ、リ

サイクルサービスをグローバルで均一に、マルチナショナル企業などに提供しております。

左の写真は、ITAD拠点にてデータ消去などを行っている様子です。

 ITAD専用トラックでお客さまのオフィスや工場を訪問し、オンサイトで粉砕処理を実施するといったセキュ

アなサービスも提供しております。

昨今、情報セキュリティの重要性は年々増しており、デバイスに蓄積された個人情報等のデータ消去、そ

の認証体制は、不可欠なサービスとなっております。

CSIは、各国・各地域において情報セキュリティに関連する認証を取得し、品質の高いサービスを提供し

ています。
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NTTグループとCSIによる海外事業連携についてです。

10月からスタートしたNTT DATA, Inc.グループと連携し、ITデバイスとアセット管理、データ消去などの

各種ソリューションを提供することにより、お客様のICTライフサイクルにワンストップで対応いたします。

グローバル企業は、効率性の観点からIT機器を積極的に入れ替える傾向があり、高性能なIT機器の

残価リスクをCSIが負担するスキームは、経済合理性から見ても親和性が高いと言えます。

NTTグループの「つくる力」と「つなぐ力」にCSIのセキュアなアセット管理機能およびグローバルなコンサル

ティングネットワークを掛け合わせることでNTTグループの海外事業拡大に貢献してまいります。
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NTTとの協業を時系列で示しております。

最初の協業は、資本業務提携の2020年から遡ること15年前、2005年のオートリース事業の統合から

スタートしました。

その後、2020年2月にNTTとの資本業務提携を締結以降、協業は想定以上に進捗しています。

資料記載のとおり、各事業分野において、両社の強みを融合し、連携が進んでおります。
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9月29日に開催されたNTT IR DAY 2022におきまして、NTTと当社の協業をテーマにご説明しました。

ここに記載の、「協業による事業活動を通じた社会課題の解決」という言葉は、NTTの企業ビジョンと当

社の経営理念を組み合わせたものであります。

今後も協業を深め、NTTとともにより良い社会、そしてより良い未来を創っていきたいと考えております。

以上で、ご説明を終わらせていただきます。
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